
【主な研究内容】

【経験のある連携事業（地域連携、企業連携、高大連携等】

【今後取り組みたい連携事業、または対応可能な連携事業】

・各団体からの依頼に応じて行った講演等の内容（主なもの）は、次のとおりです。

〔税理士・公認会計士向け〕

　「組織再編税制～制度の趣旨・目的と最近における改正事項等」

　「国税通則法の改正と税務調査の実務対応」

　「法人税における課税所得計算～公正処理基準と収益認識基準～」

　「公益法人における税務上の課題（所得計算に係る事項を中心として）」

　「租税法の立法過程～改正法案の策定と税法解釈～」

　「新しい資本主義が目指す公益法人制度改革～関連法案の検証と実務に与える影響～」

　「法人税に関する事例検討・解説」

　「非営利型一般社団法人の運営と実務～一般社団法人の法人税等を中心に」

　「公益法人の適切な運営について」

〔企業の法務担当者向け〕

　「印紙税の実務～印紙税法における「契約書」の意義、課否判定等～」

〔公益法人の事務担当者向け〕

　「監事監査～監事の職務と権限・義務」

　「公益法人・一般法人の税務（法人税、源泉所得税、消費税等）」
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①　企業会計の変容と法人税の課税所得計算に関する研究

　収益認識に関する包括的な会計基準やリース会計基準の適用に伴う企業利益と課税所得との関

係について研究を行う。

②　税制改正事項等に関する研究

　近年の与党税制改正大綱で示されている検討課題のうち、特に、企業関係税制の指摘事項に関

して、実務上の課題を含む「あるべき税制」について検討を行う。

③　非営利法人法制・会計・税制に関する研究

　公益法人会計基準の改訂に伴う実務上の課題を検証するとともに、新しい公益信託法に係る会

計基準や税制についての研究を行う。

④　税法の立法過程及び解釈・適用に関する研究

　国税庁が発遣する法令解釈通達や各種情報等について、租税法律主義の観点から検証する。

⑤　消費税における納税義務・税額控除に関する研究

　消費税における納税義務のあり方や仕入税額控除の仕組みに関する問題点・課題について研究

する。

　現在、行っている研究テーマに関連する、講演・講師派遣等を通じた知見の提供。

なお、(公財)公益法人協会／専門委員・主任研究員の職にも就いていることから、公益社団法

人・公益財団法人の法人運営に関連して、改正公益認定法や公益法人会計基準の適用等についての

相談業務にも従事しています。
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